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特集のテーマ設定に当たって 
我が国は世界でも有数の好漁場に恵まれ、古くから多種多様な旬の魚介類を利用してきま
した。我が国の１人当たりの水産物消費量は世界の中で上位にあり、大量の水産物を消費す
る水産物市場は国内の漁業・養殖業にとっても重要な市場となってきました。しかし、近年、
我が国では人口減少や消費者の生活様式の変化等に伴い、食に対する志向が変化し、水産物
消費量の減少傾向が続いているほか、漁業生産量が減少傾向となっています。また、今般の
新型コロナウイルス感染症拡大の影響も受け、水産物を消費する形態も変化しています。 
我が国水産業が将来にわたって発展していくためには、水産資源の回復に向けて適切な資
源管理を推進するとともに、このような変化に対応しながら水産物の価値向上や販路拡大等
を図ることによって、水産業を成長産業に転換していくことが必要です。また、このことは
消費者が良質な水産物を食べる機会を増やしていくことにもつながります。 
こうした動きを促進する上で特に重要な要素が「マーケットイン」と言われる考え方です。
この考え方は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響も含めて、変化する消費者や顧客の要
求を突き止め、それらに応える商品やサービスを提供しようとするものです。 
一方、商品やサービスの提供を、提供者側の視点に基づいて行おうとする考え方は「プロ
ダクトアウト」と呼ばれています。 

 
これらの考え方については、どちらが優れているかを比較できるものではありませんが、
水産物については、獲ることについては高い関心が持たれていることに比べて、漁獲物がど
のように利用され、消費者側からどのように評価されるかについては関心が持たれていない
場合が多いと考えられています。このため、マーケットインの発想から消費者や顧客の要求
を把握する意識を持ち、実際に行動していくことが求められています。このような観点から、
今回の特集においては、水産業におけるマーケットインの取組を取り上げることとしました。 

 
特集の構成 
【第１節】 

国内外の水産物マーケットをめぐる状況について見ていくとともに、水産関係事業者が
マーケットインの取組を行う上での課題を整理。 
【第２節】 

第１節の課題の解決の方向性を、水産関係事業者がそれぞれの地域の実情に即しつつ、
地域の強みを生かして行っているマーケットインの取組事例に基づき分析（取組事例の中
では、新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受ける中にあっても消費者の生活様式の変
化に対応し、新たな取組によって売上を確保している事例も取り上げています。）。 
【第３節】 

水産業の成長産業化に向けたマーケットインの取組の推進のために何が必要であるか
について考察。  

・消費者や顧客の要求、困りごとを突き
止め、それらに応える商品やサービスを
提供しようとする考え方

例）
漁業者が、消費者や顧客からの要望に基づい

て、高品質化に取り組んで魚を生産する

・より良い商品やサービスの開発・提供
を、提供者側の視点に基づいて行おうと
する考え方

例）
漁業者や水産加工業者が、良質な魚を消費者

に食べてもらいたいという自身の思いから、質
にこだわった商品を提供する

プロダクトアウトマーケットイン

第１節 国内外の水産物マーケットをめぐる状況 
 

（１）世界の水産物需給をめぐる状況 
〈世界の１人当たりの食用魚介類の消費量は半世紀で約２倍に〉 
世界では、１人当たりの食用魚介類の消費量が過去半世紀で約２倍に増加し、近年におい
てもそのペースは衰えていません（図表特-1-1）。１人当たりの食用魚介類の消費量の増加は
世界的な傾向ですが、とりわけ、元来、魚食習慣のあるアジアやオセアニア地域では、生活
水準の向上に伴って顕著な増加を示しています。特に、中国では過去半世紀で約９倍、イン
ドネシアでは約４倍となるなど、新興国を中心とした伸びが目立ちます。一方、我が国の１
人当たりの食用魚介類の消費量は、世界平均の２倍を上回ってはいるものの、約 50 年前の
水準にまで減少してきており、世界の中では例外的な動きを見せています。 
食用水産物の国際取引価格は、世界的な需要の高まりを背景に上昇傾向にあります。経済
協力開発機構（OECD）及び国際連合食糧農業機関（FAO）は、今後 10 年間の水産物価格
について、若干の変動はあるものの、総じて高値で推移すると予測しています（図表特-1-2）。 
このように、我が国とは対照的に水産物需要が拡大し、価格の上昇が続くと見込まれる海
外市場は、我が国にとって水産物の販路としての重要性が高まっていると考えられます。 

 
 

 
 
 

図表特-1-1 世界の１人１年当たり食用魚介類消費量の推移（粗食料ベース） 

資料：FAO「FAOSTAT（Food Balance Sheets）」（日本以外の国）及び農林水産省「食料需給表」（日本） 
注：粗食料とは、廃棄される部分も含んだ食用魚介類の数量。 
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〈世界の養殖業生産量及び水産物貿易量は拡大傾向〉 
世界では、水産物需要の拡大に伴って養殖業生産量や水産物貿易量が拡大しています。 
世界の漁業・養殖業を合わせた生産量は増加し続けており、令和元（2019）年には２億 1,371
万トンとなりました（図表特-1-3）。このうち漁船漁業生産量は、1980 年代後半以降は横ば
い傾向となっている一方、養殖業生産量は急激に伸びています。 
また、世界の水産物輸出入量は、輸送費の低下と流通技術の向上、人件費の安い国への加
工場の移転、貿易自由化の進展等を背景として総じて増加傾向にあります（図表特-1-4）。 
このように、水産物需要の拡大に伴って世界の水産物供給も拡大している中で、我が国が
世界の水産物需要を取り込んでいくためには、資源の回復による漁獲量の増大や養殖業生産
量の増大を図るとともに、輸出先のニーズをしっかりと捉え、課題に対応していく必要があ
ります。 
なお、令和２（2020）年は新型コロナウイルス感染症拡大の影響により外食や人の移動が
制限されるなど、これまで主に海外の外食需要に支えられて増加してきていた我が国の水産
物輸出にとって厳しい条件の年となりました。 
 

図表特-1-2 世界の水産物価格の推移 
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（２）国内の水産物需給をめぐる状況 
ア 国内の水産物需要に関する状況 
〈食用魚介類の国内消費仕向量は減少傾向〉 
我が国における食用魚介類の国内消費仕向量は、平成 13（2001）年度までは 850 万トン
前後で推移した後に減少し続け、平成 28（2016）年度には肉類の国内消費仕向量を下回り、
令和元（2019）年度には 568万トン（概算値）となりました（図表特-1-5）。 

 

図表特-1-4 世界の水産物輸出入量の推移 
〈輸入〉 

資料：FAO「Fishstat（Commodities Production and Trade）」 
注：EUの輸出入量には EU域内における貿易を含む。 
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また、我が国における食用魚介類の１人当たり消費量1は平成 13（2001）年度の 40.2kgを
ピークに減少傾向にあり、平成 23（2011）年度に初めて肉類の消費量を下回り、令和元（2019）
年度には 23.8kg（概算値）となりました。 
また、年齢階層別の魚介類摂取量を見てみると、平成 11（1999）年以降はほぼ全ての世
代で摂取量が減少傾向にあります（図表特-1-6）。 

 

 
 

 
 

1 農林水産省では、国内生産量、輸出入量、在庫の増減、人口等から「食用魚介類の１人１年当たり供給純食料」を算出している。こ
の数字は、「食用魚介類の１人１年当たり消費量」とほぼ同等と考えられるため、ここでは「供給純食料」に代えて「消費量」を用
いる。 

図表特-1-6 年齢階層別の魚介類の１人１日当たり摂取量の変化 

資料：厚生労働省「国民健康・栄養調査」に基づき水産庁で作成 
注：令和元（2019）年の 70歳以上の摂取量は、70~79歳の摂取量と 80歳以上の摂取量をそれぞ 
れの調査対象人数で加重平均して算出した。 
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図表特-1-5 食用魚介類の国内消費仕向量及び１人１年当たり消費量の変化 

資料：農林水産省「食料需給表」 

 
〈６割の消費者が魚を食べる量や頻度を増やしたいと考えている〉 
魚食に関する意識について見てみると、農林水産省による「食料・農業及び水産業に関す
る意識・意向調査」（以下「意識・意向調査」といいます。）においては、魚を食べる量や頻
度を増やしたいと回答した人は約 6割となっています（図表特-1-7）。これは、水産物の潜在
的なニーズは高いことを示しているものと考えられます。 

 

 
 

〈消費者の食の健康志向、簡便化志向が高まる〉 
水産物消費量が減少し続けている一因として、消費者の食の志向の変化が考えられます。
株式会社日本政策金融公庫による「食の志向調査」を見てみると、令和３（2021）年１月に
は健康志向、簡便化志向、経済性志向の割合が上位を占めています。平成 20（2008）年以降
の推移を見てみると、経済性志向の割合が横ばい傾向となっている一方、健康志向及び簡便
化志向の割合が増加傾向となっています。特に、簡便化志向の割合の増加が著しく、令和３
（2021）年１月には、経済性志向の割合を上回り、健康志向の割合との差が縮まりました。
一方で、安全志向、手作り志向は減少しています（図表特-1-8）。 
女性の社会進出や共働き家庭の増加に伴う家事時間の短縮により、簡便化志向が高まり、
簡単に調理できる、又はすぐに食べられる食品がより一層求められるようになってきました
（図表特-1-9）。また、単身世帯の増加等の世帯人数の減少に伴い、世帯によっては、調理食
品（弁当等を含む。）の購入や外食の方が家庭内で調理するより合理的と考える人が増えてき
たとも考えられます。 
こうしたことを背景として、近年、家計の食料支出額に占める調理食品や外食の支出額の
割合が増加傾向にありましたが、令和２（2020）年は、新型コロナウイルス感染症拡大の影
響により減少しました（図表特-1-10）。 

 

図表特-1-7 魚食の量と頻度に関する意向 

資料：農林水産省「食料・農業及び水産業に関する意識・意向調査」（令和元（2019）年 12 月～２（2020）
年１月実施、消費者モニター987人が対象（回収率 90.7％）） 
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図表特-1-9 女性就業率と平日の男女別家事時間の推移 

資料：総務省「労働力調査」（女性就業率）及びNHK放送文化研究所「2015年国民生活時間調査報告書」（家
事の時間）に基づき水産庁で作成 

 注：1) 女性就業率は 15～64歳の女性の就業者を 15～64歳の女性の人口で除して求めた。 
   2）家事の時間は、平成 7（1995）年に調査方式を変更したため、連続しない。 
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図表特-1-8 消費者の現在の食の志向（上位）の推移 

資料：（株）日本政策金融公庫 農林水産事業本部「食の志向調査」（インターネットによるアンケート調査、
全国の 20～60歳代の男女 2,000人（男女各 1,000人）、食の志向を 2つまで回答）に基づき水産庁で
作成 

 注：破線は近似曲線又は近似直線。 
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〈消費者が魚介類をあまり購入しない要因は価格の高さや調理の手間等〉 
肉類との比較で魚介類を消費する理由及びしない理由について見てみると、意識・意向調
査においては、消費者が肉類と比べ魚介類をよく購入する理由について、「健康に配慮したか
ら」と回答した割合が 75.7％と最も高く、次いで「魚介類の方が肉類より美味しいから」
（51.8％）となっています（図表特-1-11）。一方、肉類と比べ魚介類をあまり購入しない理
由について、「肉類を家族が求めるから」と回答した割合が 45.9％と最も高く、次いで「魚
介類は価格が高いから」（42.1％）、「魚介類は調理が面倒だから」（38.0％）の順となってい
ます。 
これらのことから、肉類と比較して、魚介類の健康への良い効果の期待やおいしさが強み
となっている一方、魚介類の価格が高いこと、調理の手間がかかること、食べたい魚介類が
入手しにくいこと、調理方法を知らないことが弱みとなっていると考えられます。消費者が
魚介類を購入する上で支障となるこれらの要因については、水産関係事業者の取組によって
解決できる場合もあります。先述のとおり水産物の潜在的なニーズが高いことを踏まえると、
これらの課題の解決によって、魚食が大きく拡大することが期待できます。 

 

 
 

図表特-1-11 魚介類をよく購入する理由及びあまり購入しない理由 

資料：農林水産省「食料・農業及び水産業に関する意識・意向調査」（令和元（2019）年 12 月～２（2020）
年１月実施、消費者モニター987人が対象（回収率 90.7％）） 
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図表特-1-10 食料支出額に占める外食等の支出額の割合の変化 

資料：総務省「家計調査」に基づき水産庁で作成 
 注：対象は二人以上の世帯（平成 11（1999）年以前は、農林漁家世帯を除く。）。 
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図表特-1-9 女性就業率と平日の男女別家事時間の推移 

資料：総務省「労働力調査」（女性就業率）及びNHK放送文化研究所「2015年国民生活時間調査報告書」（家
事の時間）に基づき水産庁で作成 

 注：1) 女性就業率は 15～64歳の女性の就業者を 15～64歳の女性の人口で除して求めた。 
   2）家事の時間は、平成 7（1995）年に調査方式を変更したため、連続しない。 
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図表特-1-8 消費者の現在の食の志向（上位）の推移 

資料：（株）日本政策金融公庫 農林水産事業本部「食の志向調査」（インターネットによるアンケート調査、
全国の 20～60歳代の男女 2,000人（男女各 1,000人）、食の志向を 2つまで回答）に基づき水産庁で
作成 

 注：破線は近似曲線又は近似直線。 
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〈消費者が魚介類をあまり購入しない要因は価格の高さや調理の手間等〉 
肉類との比較で魚介類を消費する理由及びしない理由について見てみると、意識・意向調
査においては、消費者が肉類と比べ魚介類をよく購入する理由について、「健康に配慮したか
ら」と回答した割合が 75.7％と最も高く、次いで「魚介類の方が肉類より美味しいから」
（51.8％）となっています（図表特-1-11）。一方、肉類と比べ魚介類をあまり購入しない理
由について、「肉類を家族が求めるから」と回答した割合が 45.9％と最も高く、次いで「魚
介類は価格が高いから」（42.1％）、「魚介類は調理が面倒だから」（38.0％）の順となってい
ます。 
これらのことから、肉類と比較して、魚介類の健康への良い効果の期待やおいしさが強み
となっている一方、魚介類の価格が高いこと、調理の手間がかかること、食べたい魚介類が
入手しにくいこと、調理方法を知らないことが弱みとなっていると考えられます。消費者が
魚介類を購入する上で支障となるこれらの要因については、水産関係事業者の取組によって
解決できる場合もあります。先述のとおり水産物の潜在的なニーズが高いことを踏まえると、
これらの課題の解決によって、魚食が大きく拡大することが期待できます。 

 

 
 

図表特-1-11 魚介類をよく購入する理由及びあまり購入しない理由 

資料：農林水産省「食料・農業及び水産業に関する意識・意向調査」（令和元（2019）年 12 月～２（2020）
年１月実施、消費者モニター987人が対象（回収率 90.7％）） 
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図表特-1-10 食料支出額に占める外食等の支出額の割合の変化 

資料：総務省「家計調査」に基づき水産庁で作成 
 注：対象は二人以上の世帯（平成 11（1999）年以前は、農林漁家世帯を除く。）。 
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〈新型コロナウイルス感染症拡大の影響により外食から内食に需要が移る〉 
令和２（2020）年には、新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、３月以降に外食の利用
が大きく減少し、家での食事（内食）が増加しました。この傾向は同年４～５月の緊急事態
宣言の期間中に、特に大都市で強く見られました（図表特-1-12）。 
さらに、一般社団法人日本フードサービス協会の「外食産業市場動向調査」によると、令
和２（2020）年の外食の売上高及び利用客数の前年同月比は、４月に最小の 60%となり、平
均ではそれぞれ 85%、82%で推移しました（図表特-1-13）。 
一方で、内食の機会が増加したことにより、外食を代替するものとして、スーパーマーケ
ット等の小売店やウェブサイトでの購入のほか、宅配サービスや外食店からの持ち帰り（テ
イクアウト）の利用も拡大しました。一般社団法人全国スーパーマーケット協会等の「スー
パーマーケット販売統計調査」によると、令和２（2020）年のスーパーマーケットの水産物
（魚介類、塩干物）の全店売上高の前年同月比は、５月に最大の 112%となり、平均 107%
で推移しました（図表特-1-14）。 

 

 
 

図表特-1-12 都市規模別の内食支出と外食支出の変化 
（令和２（2020）年４月･５月平均の対前年（令和元（2019）年）増減率） 

資料：総務省「家計調査」（二人以上の世帯）に基づき水産庁で作成 
注：1)内食は、穀類、魚介類、肉類、乳卵類、野菜・海藻、果物及び油脂・調味料の合計。 
  2)増減率には消費者物価指数の変化を考慮していない。 
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図表特-1-14 スーパーマーケットの全店売上高の前年同月比（令和２（2020）年） 

資料：（一社）全国スーパーマーケット協会、（一社）日本スーパーマーケット協会、オール日本スーパー
マーケット協会「スーパーマーケット販売統計調査」（食品を中心に取り扱うスーパーマーケット270
社を対象とした調査） 
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図表特-1-13 外食市場の全体の売上高及び利用客数の前年同月比（令和２（2020）年） 

資料：（一社）日本フードサービス協会「外食産業市場動向調査」（協会会員社を対象とした調査） 
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図 1：新型コロナウイルスの影響による農林水産物・食品の購入方法の変化 

資料：（株）日本政策金融公庫 農林水産事業本部「コロナ下での食品購入方法や調理時間・
回数の変化」（インターネットによるアンケート調査、全国の 20歳代～70歳代の男
女 2,000人（男女各 1,000人）） 

 

【コラム】新型コロナウイルス感染症が消費者の行動へ与えた影響 
 
新型コロナウイルス感染症は、消費者の行動にも大きな影響を与えました。株式会社日本政策金融

公庫が令和２（2020）年７月に実施した「コロナ下での食品購入方法の変化に関する調査」では、「食
品の購入方法に変化が生じた」との回答が 25.8％となっており、利用する機会や量が増加した購入方
法として、「インターネット」（38.0％）、「量販店・スーパー」（29.1％）及び「テイクアウト」（27.3％）
が上位となっています（図１）。 
 

また、同公庫が同月に実施した「コロナ下での調理方法の変化に関する調査」では、新型コロナウ
イルス感染症の影響により「調理をする時間・回数が増えた」との回答が 32.9％となっています。ま
た、調理時間や回数が「増えた」と回答した人のうち６割以上が今後の調理時間や回数は「このまま
続くだろうと思う」と回答しています（図２）。 

図 2：今後の調理時間や回数はどうなると思うか 

資料：（株）日本政策金融公庫 農林水産事業本部「コロナ下での食品購入方法や調理時間・回数の
変化」（インターネットによるアンケート調査、うち、自宅での調理時間や回数が「増えた」
と回答した人） 
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   図３：コロナ禍で増えた中食ランキング       図４：今後増やしたい中食ランキング 
 

 
株式会社リクルートライフスタイルホットペッパーグルメ外食総研が令和２（2020）年９月に全国

の男女を対象に実施した「外食店からのテイクアウトについて調査」によると、令和２（2020）年７
～９月と前年の同時期を比べて、中食＊の購入頻度が増加した購入先の割合は、「スーパー、コンビニ
エンスストアなどの小売店」が 28.1％と最も高く、次いで「外食店からのテイクアウト」（28.0%）、
「持ち帰り専門店からのテイクアウト」（25.4％）の順となっています（図３）。 
また、今後中食の購入頻度を増やしたい意向と減らしたい意向の差分を見てみると、増やしたい意

向が上回った大きさの順に、「外食店からのテイクアウト」、「スーパー、コンビニエンスストアなど
の小売店」、「持ち帰り専門店からのテイクアウト」の順となっています（図４）。 
さらに、外食店からのテイクアウトで利用するメニューについては、「ハンバーガー・サンドイッ

チ・パン類」が 26.3％と最も多く、次いで「カレー・牛丼」（22.5％）、「焼き鳥・鶏のから揚げ・フ
ライドチキン」（20.0％）、「寿司・海鮮料理・海鮮丼」（17.3％）の順となっています（図５）。 

 
＊ 中食：外で買ってきた料理を食べたり、出前や宅配を利用して食べること 

資料：株式会社リクルートライフスタイル「ホットペッパーグルメ外食総研」調べ 

※１ 【選択肢一覧】スーパー、コンビニエンスストアなどの小売店／百貨店（デパ地下など）／持ち帰り専門店からのテイクアウト／宅配専門店からの
デリバリー／宅配専門店の店頭受け取り／外食店からのテイクアウト／外食店からの直接出前／外食店から配送業者を通してのデリバリー／仕出
し・ケータリングサービス 

※２ 【選択肢一覧】寿司・海鮮料理・海鮮丼／てんぷら・天丼・うなぎ／そば・うどん・その他麺類（ラーメン・パスタ以外）／ハンバーグ・ステーキ
／焼き鳥・鶏のから揚げ・フライドチキン／ラーメン／中華料理（ラーメン以外）／パスタ／ピザ／ハンバーガー・サンドイッチ・パン類／カレー・
牛丼／煮物・おつまみ・お惣菜／お弁当・飯類／サラダ／カフェメニュー・スイーツ類 

図５：「外食店からのテイクアウト」メニューランキング 
 

（注１）「増えた」の割合（「とても増えた」「やや増えた」の回答の
合算値）が大きいものから上位 5 つを紹介。 

（注２）コロナ禍：ここでは令和２（2020）年７～９月を言う。 

（注）「増やしたい」の割合（「増やしていきたい」「どちらかという
と増やしていきたい」の合算値）と「減らしたい」の割合（「減
らしていきたい」「どちらかというと減らしていきたい」の合
算値）の差分が大きいものから上位 5 つを紹介。 

順位 「外食からのテイクアウト」メニューランキング ％

1 ハンバーガー・サンドイッチ・パン類 26.3

2 カレー・牛丼 22.5

3 焼き鳥・鶏のから揚げ・フライドチキン 20.0

4 寿司・海鮮料理・海鮮丼 17.3

5 ハンバーグ・ステーキ 12.9

質問 ：下記のメニュー（※２）について、「外食店からのテイクアウト」を利
　　　用しますか？（中食頻度を問う質問においてすべての項目で「もともと
　　　しない」と回答した人を除く）（複数回答）

順位 今後増やしたい中食ランキング 差(pt)

1 外食店からのテイクアウト 8.8

2 スーパー、コンビニエンスストアなどの小売店 6.5

3 持ち帰り専門店からのテイクアウト 4.9

4 仕出し・ケータリングサービス -0.2

5 宅配専門店の店舗受け取り -1.4

質問 ：朝食・昼食・夕食問わず食事の購入・注文について、下記
　　　（※１）のそれぞれの頻度を今後どうしたいと考えています
　　　か？（N=1,032、各項目単一回答）

いと考えていますか？（各項目単一回答）

順位 コロナ禍で増えた中食ランキング ％

1 スーパー、コンビニエンスストアなどの小売店 28.1

2 外食店からのテイクアウト 28.0

3 持ち帰り専門店からのテイクアウト 25.4

4 宅配専門店からのデリバリー 17.9

5 宅配専門店の店頭受け取り 13.2

質問 ：2020年７月～９月と前年の同時期を比べて、下記（※１）
　　　で料理を購入したり注文したりする頻度は増えましたか？
　　　（n=1,032、各項目単一回答）
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図 1：新型コロナウイルスの影響による農林水産物・食品の購入方法の変化 

資料：（株）日本政策金融公庫 農林水産事業本部「コロナ下での食品購入方法や調理時間・
回数の変化」（インターネットによるアンケート調査、全国の 20歳代～70歳代の男
女 2,000人（男女各 1,000人）） 

 

【コラム】新型コロナウイルス感染症が消費者の行動へ与えた影響 
 
新型コロナウイルス感染症は、消費者の行動にも大きな影響を与えました。株式会社日本政策金融

公庫が令和２（2020）年７月に実施した「コロナ下での食品購入方法の変化に関する調査」では、「食
品の購入方法に変化が生じた」との回答が 25.8％となっており、利用する機会や量が増加した購入方
法として、「インターネット」（38.0％）、「量販店・スーパー」（29.1％）及び「テイクアウト」（27.3％）
が上位となっています（図１）。 
 

また、同公庫が同月に実施した「コロナ下での調理方法の変化に関する調査」では、新型コロナウ
イルス感染症の影響により「調理をする時間・回数が増えた」との回答が 32.9％となっています。ま
た、調理時間や回数が「増えた」と回答した人のうち６割以上が今後の調理時間や回数は「このまま
続くだろうと思う」と回答しています（図２）。 

図 2：今後の調理時間や回数はどうなると思うか 

資料：（株）日本政策金融公庫 農林水産事業本部「コロナ下での食品購入方法や調理時間・回数の
変化」（インターネットによるアンケート調査、うち、自宅での調理時間や回数が「増えた」
と回答した人） 

 

【購入方法に変化があったか】

ある
25.8%

ない
74.2%

ある
21.5%

ない
78.5%

ある
30.1%

ない
69.9%

（全体） （男性） （女性）

【利用する機会や量が増加した購入方法】（３つまで/変化があった人）

38.0

4.1 6.0

29.1
17.8

9.9
27.3

7.9 13.8

0
10
20
30
40
50

イ
ン
タ
�
ネ
�
ト

新
聞
・
雑
誌

通
販

ミ
�
ル
宅
配

サ
�
ビ
ス

量
販
店
・

ス
�
パ
�

ド
ラ
�
グ

ス
ト
ア

コ
ン
ビ
ニ

テ
イ
ク
ア
ウ
ト

デ
リ
バ
リ
�

そ
の
他

%

64.8%19.2%

16.0% このまま続くだろうと思う

もとに戻る

わからない

 

   図３：コロナ禍で増えた中食ランキング       図４：今後増やしたい中食ランキング 
 

 
株式会社リクルートライフスタイルホットペッパーグルメ外食総研が令和２（2020）年９月に全国

の男女を対象に実施した「外食店からのテイクアウトについて調査」によると、令和２（2020）年７
～９月と前年の同時期を比べて、中食＊の購入頻度が増加した購入先の割合は、「スーパー、コンビニ
エンスストアなどの小売店」が 28.1％と最も高く、次いで「外食店からのテイクアウト」（28.0%）、
「持ち帰り専門店からのテイクアウト」（25.4％）の順となっています（図３）。 
また、今後中食の購入頻度を増やしたい意向と減らしたい意向の差分を見てみると、増やしたい意

向が上回った大きさの順に、「外食店からのテイクアウト」、「スーパー、コンビニエンスストアなど
の小売店」、「持ち帰り専門店からのテイクアウト」の順となっています（図４）。 
さらに、外食店からのテイクアウトで利用するメニューについては、「ハンバーガー・サンドイッ

チ・パン類」が 26.3％と最も多く、次いで「カレー・牛丼」（22.5％）、「焼き鳥・鶏のから揚げ・フ
ライドチキン」（20.0％）、「寿司・海鮮料理・海鮮丼」（17.3％）の順となっています（図５）。 

 
＊ 中食：外で買ってきた料理を食べたり、出前や宅配を利用して食べること 

資料：株式会社リクルートライフスタイル「ホットペッパーグルメ外食総研」調べ 

※１ 【選択肢一覧】スーパー、コンビニエンスストアなどの小売店／百貨店（デパ地下など）／持ち帰り専門店からのテイクアウト／宅配専門店からの
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／焼き鳥・鶏のから揚げ・フライドチキン／ラーメン／中華料理（ラーメン以外）／パスタ／ピザ／ハンバーガー・サンドイッチ・パン類／カレー・
牛丼／煮物・おつまみ・お惣菜／お弁当・飯類／サラダ／カフェメニュー・スイーツ類 

図５：「外食店からのテイクアウト」メニューランキング 
 

（注１）「増えた」の割合（「とても増えた」「やや増えた」の回答の
合算値）が大きいものから上位 5 つを紹介。 

（注２）コロナ禍：ここでは令和２（2020）年７～９月を言う。 

（注）「増やしたい」の割合（「増やしていきたい」「どちらかという
と増やしていきたい」の合算値）と「減らしたい」の割合（「減
らしていきたい」「どちらかというと減らしていきたい」の合
算値）の差分が大きいものから上位 5 つを紹介。 
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質問 ：朝食・昼食・夕食問わず食事の購入・注文について、下記
　　　（※１）のそれぞれの頻度を今後どうしたいと考えています
　　　か？（N=1,032、各項目単一回答）

いと考えていますか？（各項目単一回答）
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3 持ち帰り専門店からのテイクアウト 25.4

4 宅配専門店からのデリバリー 17.9

5 宅配専門店の店頭受け取り 13.2

質問 ：2020年７月～９月と前年の同時期を比べて、下記（※１）
　　　で料理を購入したり注文したりする頻度は増えましたか？
　　　（n=1,032、各項目単一回答）
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イ 国内の水産物供給に関する状況 
〈漁業･養殖業生産量の減少傾向が継続、生産額は近年増加傾向〉 
我が国の漁業・養殖業生産量は、海洋環境の変動等の影響から資源量が減少する中で、昭
和 59（1984）年の 1,282万トンをピークに減少傾向が続いています（図表特-1-15）。 
漁業生産額は、昭和 57（1982）年の２兆 9,772億円をピークに平成 24（2012）年まで長
期的に減少してきましたが、海面養殖業における消費者ニーズの高い養殖魚種の生産の発展
や養殖技術の普及・発展等に伴い、平成 25（2013）年以降は増加傾向となっています（図表
特-1-16）。 
漁業においては、海洋環境の変動等によって生産量が変動します。需要に対して生産量が
著しく多い場合には魚価の低下につながり、著しく少ない場合には魚価の高騰及び販売機会
の損失につながることから、こうした状況を改善するための取組が漁業者、市場関係者の双
方から期待されています。 
一方、養殖業は、需要に応じて多様な商品を比較的安定して生産することができるという
強みがあることから、この強みを生かして国内市場及び海外市場を開拓することが期待され
ています。 

 

 
 

図表特-1-15 漁業・養殖業の生産量の推移 

資料：農林水産省「漁業・養殖業生産統計」 
注：漁業・養殖業生産量の内訳である「遠洋漁業」、「沖合漁業」及び「沿岸漁業」は、平成 19（2007）年
から漁船のトン数階層別の漁獲量の調査を実施しないこととしたため、平成 19（2007）～22（2010）
年までの数値は推計値であり、平成 23（2011）年以降の調査については「遠洋漁業」、「沖合漁業」及
び「沿岸漁業」に属する漁業種類ごとの漁獲量を積み上げたものである。 
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〈食用加工品生産量が減少傾向の中、ねり製品や冷凍食品は近年横ばい傾向〉 
水産加工品のうち食用加工品の生産量は、平成元（1989）年以降、総じて減少傾向にあり
ましたが、ねり製品や冷凍食品の生産量については、平成 21（2009）年頃から横ばい傾向と
なっています（図表特-1-17）。 
また、生鮮の水産物を丸魚のまま、又はカットしたりすり身にしただけで凍結した生鮮冷
凍水産物の生産量は、平成前期には食用加工品の生産量を上回っていましたが、平成７（1995）
年以降は食用加工品の生産量の方が上回っており、ねり製品や冷凍食品等、多様な商品に加
工されています。 
水産加工業の出荷額は、平成 15（2003）～30（2018）年の間には、約３兆円から３兆５
千億円の間で推移しました（図表特-1-18）。 

 

図表特-1-16 漁業・養殖業の生産額の推移 
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資料：農林水産省「漁業産出額」に基づき水産庁で作成 
注：1) 漁業生産額は、漁業産出額（漁業・養殖業の生産量に産地市場卸売価格等を乗じて推計したもの）に

種苗の生産額を加算したもの。 
2) 海面漁業の部門別産出額については、平成 19（2007）年から取りまとめを廃止した。 
3) 平成 18（2006）年以降の内水面漁業の産出額には、遊漁者による採捕は含まれない。 
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図表特-1-18 水産加工業の出荷額の推移 
 

資料：総務省・経済産業省「工業統計」（平成 23（2011）年及び 27（2015）年以外の年）及び総務省・経済
産業省「経済センサス‐活動調査」（平成 23（2011）年及び 27（2015）年） 

 注：従業員数３人以下の事業所を除く。 
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図表特-1-17 水産加工品生産量の推移 
 

〈食用加工品の内訳〉 
 

〈食用加工品及び生鮮冷凍水産物〉 
 

資料：農林水産省「水産物流通統計年報」（平成 21（2009）年以前）、「漁業センサス」（平成 25（2013）年
及び 30（2018）年）及び「水産加工統計調査」（その他の年） 

 注：水産加工品とは、水産動植物を主原料（原料割合 50％以上）として製造された、食用加工品及び
生鮮冷凍水産物をいう。焼・味付のり、缶詰・びん詰、寒天及び油脂は除く。 
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〈水産物流通及び水産加工品に関する新型コロナウイルス感染症拡大の影響〉 
令和２（2020）年には、新型コロナウイルス感染症拡大の影響及び緊急事態宣言（東京都
では４月７日～５月 25 日）による巣ごもり消費に伴い、スーパーマーケットでの売上は好
調となった一方、インバウンド需要の減退や外出自粛に伴うホテル・飲食店向け需要の減退
により、市場で流通する水産物の取扱金額が、高級魚介類を中心に前年度に比べて下落しま
した。豊洲市場における水産物の令和２（2020）年の取扱金額の前年同月比を見てみると、
緊急事態宣言が出された４月に最大の減少となる 66％となり、月平均では 90％となりまし
た（図表特-1-19）。 
また、水産加工品については、巣ごもり消費によってスーパーマーケットでの売上が好調
となったこと等により、流通における影響が水産物の中では比較的小さなものとなりました。
豊洲市場における水産加工品の令和２（2020）年の取扱金額の前年同月比を見てみると、４
月に最大の減少となる 80％となり、月平均では 97％となりました。 

 

 
 

 
（３）国内外の食の安全や持続可能な漁業・養殖業への意識の高まり 
〈HACCP 等の食の安全の確保の必要性が増している〉 
安全な水産物を国民に供給することは、最も重要な水産施策の 1つです。世界に目を向け
ても、食品安全に関する意識は高まりを見せており、食品安全の管理手法である HACCP1の
導入が広がっています。米国や欧州連合（EU）等は、輸入食品に対しても HACCP の実施
を義務付けているため、我が国からこれらの国・地域に水産物を輸出する際には、我が国の
水産加工施設等が、輸出先国・地域から求められている HACCPを実施し、更に施設基準に
適合していることが必要です。また、米国や EUの大手企業をはじめとして、食品製造工場
等における食品衛生管理の民間認証の取得を調達基準として採用する動きが広がってきてい
ます。 

 
1 Hazard Analysis and Critical Control Point：原材料の受入れから最終製品に至るまでの工程ごとに、微生物による汚染や金属の混入
等の食品の製造工程で発生するおそれのある危害要因をあらかじめ分析（HA）し、危害の防止につながる特に重要な工程を重要管
理点（CCP）として継続的に監視・記録する工程管理システム。FAOと世界保健機関（WHO）の合同機関である食品規格（コー
デックス）委員会がガイドラインを策定して各国にその採用を推奨している。 

図表特-1-19 豊洲市場における水産物の取扱金額の前年同月比（令和２（2020）年） 

資料：東京都中央卸売市場「市場統計情報」に基づき水産庁で作成  
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図表特-1-18 水産加工業の出荷額の推移 
 

資料：総務省・経済産業省「工業統計」（平成 23（2011）年及び 27（2015）年以外の年）及び総務省・経済
産業省「経済センサス‐活動調査」（平成 23（2011）年及び 27（2015）年） 

 注：従業員数３人以下の事業所を除く。 
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図表特-1-17 水産加工品生産量の推移 
 

〈食用加工品の内訳〉 
 

〈食用加工品及び生鮮冷凍水産物〉 
 

資料：農林水産省「水産物流通統計年報」（平成 21（2009）年以前）、「漁業センサス」（平成 25（2013）年
及び 30（2018）年）及び「水産加工統計調査」（その他の年） 

 注：水産加工品とは、水産動植物を主原料（原料割合 50％以上）として製造された、食用加工品及び
生鮮冷凍水産物をいう。焼・味付のり、缶詰・びん詰、寒天及び油脂は除く。 
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〈水産物流通及び水産加工品に関する新型コロナウイルス感染症拡大の影響〉 
令和２（2020）年には、新型コロナウイルス感染症拡大の影響及び緊急事態宣言（東京都
では４月７日～５月 25 日）による巣ごもり消費に伴い、スーパーマーケットでの売上は好
調となった一方、インバウンド需要の減退や外出自粛に伴うホテル・飲食店向け需要の減退
により、市場で流通する水産物の取扱金額が、高級魚介類を中心に前年度に比べて下落しま
した。豊洲市場における水産物の令和２（2020）年の取扱金額の前年同月比を見てみると、
緊急事態宣言が出された４月に最大の減少となる 66％となり、月平均では 90％となりまし
た（図表特-1-19）。 
また、水産加工品については、巣ごもり消費によってスーパーマーケットでの売上が好調
となったこと等により、流通における影響が水産物の中では比較的小さなものとなりました。
豊洲市場における水産加工品の令和２（2020）年の取扱金額の前年同月比を見てみると、４
月に最大の減少となる 80％となり、月平均では 97％となりました。 

 

 
 

 
（３）国内外の食の安全や持続可能な漁業・養殖業への意識の高まり 
〈HACCP 等の食の安全の確保の必要性が増している〉 
安全な水産物を国民に供給することは、最も重要な水産施策の 1つです。世界に目を向け
ても、食品安全に関する意識は高まりを見せており、食品安全の管理手法である HACCP1の
導入が広がっています。米国や欧州連合（EU）等は、輸入食品に対しても HACCP の実施
を義務付けているため、我が国からこれらの国・地域に水産物を輸出する際には、我が国の
水産加工施設等が、輸出先国・地域から求められている HACCPを実施し、更に施設基準に
適合していることが必要です。また、米国や EUの大手企業をはじめとして、食品製造工場
等における食品衛生管理の民間認証の取得を調達基準として採用する動きが広がってきてい
ます。 

 
1 Hazard Analysis and Critical Control Point：原材料の受入れから最終製品に至るまでの工程ごとに、微生物による汚染や金属の混入
等の食品の製造工程で発生するおそれのある危害要因をあらかじめ分析（HA）し、危害の防止につながる特に重要な工程を重要管
理点（CCP）として継続的に監視・記録する工程管理システム。FAOと世界保健機関（WHO）の合同機関である食品規格（コー
デックス）委員会がガイドラインを策定して各国にその採用を推奨している。 

図表特-1-19 豊洲市場における水産物の取扱金額の前年同月比（令和２（2020）年） 

資料：東京都中央卸売市場「市場統計情報」に基づき水産庁で作成  
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我が国においても、「食品衛生法等の一部を改正する法律1」の施行によって、令和２（2020）
年６月１日から、水産加工業者を含む原則として全ての食品等事業者に対し HACCPに沿っ
た衛生管理等の実施に取り組むことが求められています（ただし、施行後１年間は経過措置
として、従来の基準が適用されます。）。 
しかし、従業員の研修が十分に行えていない事業所が多いなどといった状況もあり、我が
国の水産加工場における HACCP導入率は低水準（令和元（2019）年 10月１日現在で 23％
2）にあります。 

 
〈国内外で持続可能な漁業・養殖業に対する関心が高まっている〉 
平成 27（2015）年、国連では、令和 12（2030）年までに持続可能でよりよい世界を目指
す国際目標である SDGs（持続可能な開発目標）が採択されました。このうち、水産業に関
連する目標としては、「14．海の豊かさを守ろう」が定められています。SDGs については、
世界的な関心が高まっており、SDGs を企業の目標や戦略に導入する動きが国内外で活発に
なっています。また、EU においては、持続可能な食料システムへの移行が進められていま
す。日本については、SDGs の知名度が他国よりも低いことが指摘されているものの、様々
な分野で環境に配慮した取組が進展しています。 
こうした状況の中、資源の持続的利用や環境に配慮して生産されたものであることを消費
者や顧客に情報提供するために、水産エコラベルを活用する動きが世界的に広がりつつあり
ます。世界には様々な水産エコラベルが存在し、それぞれの水産エコラベルごとに運営主体
が存在します。日本国内では、主に、一般社団法人マリン・エコラベル・ジャパン協議会に
よる漁業と養殖業を対象とした「MEL3」（Marine Eco - Label Japan）、英国に本部を置く海
洋管理協議会による漁業を対象とした「MSC」（Marine Stewardship Council）、オランダに
本部を置く水産養殖管理協議会による養殖業を対象とした「ASC」（Aquaculture Stewardship 
Council）等の水産エコラベル認証が主に活用されており、それぞれによる漁業と養殖業の認
証実績があります（図表特-1-20）。 

 
 

 
1 平成30（2018）年法律第46号 
2 農林水産省「令和元年度食品製造業におけるHACCPに沿った衛生管理の導入状況実態調査」 
3 （一社）日本食育者協会のAEL及び（一社）マリン・エコラベル・ジャパン協議会のMELは、平成30（2018）年３月、双方が運
営する養殖業の認証スキームをMELに統合することで基本合意した。 

 
 
水産エコラベルは、FAO水産委員会が採択した水産エコラベルガイドラインに沿った取組
に対する認証を指すことが基本です。しかし、世界には様々な水産エコラベルがあることか
ら、水産エコラベルの信頼性確保と普及改善を図るため、「世界水産物持続可能性イニシアチ
ブ（GSSI:Global Sustainable Seafood Initiative）1」が平成 25（2013）年に設立され、GSSI
から承認を受けることが、国際的な水産エコラベル認証スキームとして通用するための潮流
となっています。MSC は平成 29（2017）年に、ASC は平成 30（2018）年に GSSI からの
承認を受けており、米国や EUの大手企業を中心に、これら認証の取得を調達基準として採
用する動きが広がってきています。日本発の水産エコラベルである MEL についても令和元
（2019）年 12月に GSSIからの承認2を受けたことから、今後、我が国水産物の国際的な評
価の向上や、一層の輸出促進に寄与することが期待され、更なる普及が必要となっています。 

 
 

（４）マーケットインの取組を行う上での課題 
ここまで見てきたように、世界と我が国の水産物マーケットをめぐる状況は変化を続けて
おり、直近では新型コロナウイルス感染症拡大の影響による消費者の生活様式の変化も見ら
れます。これらを踏まえながら、水産物の価値向上や販路拡大を実現していくためには、そ
れぞれの地域の強みを生かし、地域の実情に合わせながら、マーケットインの取組を図って
いくことが極めて重要です。マーケットインの取組を行う際の課題については以下のような
ものが考えられます。 
まずはニーズの把握の不足という課題です。マーケットインの取組を行う際には消費者や
顧客のニーズの把握を行うことが必要不可欠ですが、水産関係事業者が販売先のニーズの把

 
1 ドイツ国際協力公社（GIZ）や国際的な水産関係企業及びNPO法人らにより、持続可能な水産物の普及を目的として、水産エコラ
ベル認証スキームの信頼性確保と普及改善等を行うために平成25（2013）年に設置されたもので、現在、MSC、ASCをはじめとす
る９つの認証制度が承認を受けている（令和3（2021）年３月末現在）。 

2 ASCは、令和２（2020）年２月、従来のサーモンに加えて、エビが承認の対象に追加された。MELの承認の対象は、漁業Ver2.0、
養殖Ver1.0、流通加工Ver2.0。 

図表特-1-20 我が国で主に活用されている水産エコラベル認証 

※認証数は令和３年３月31日現在（水産庁調べ）
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【日本での認証数】
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我が国においても、「食品衛生法等の一部を改正する法律1」の施行によって、令和２（2020）
年６月１日から、水産加工業者を含む原則として全ての食品等事業者に対し HACCPに沿っ
た衛生管理等の実施に取り組むことが求められています（ただし、施行後１年間は経過措置
として、従来の基準が適用されます。）。 
しかし、従業員の研修が十分に行えていない事業所が多いなどといった状況もあり、我が
国の水産加工場における HACCP導入率は低水準（令和元（2019）年 10月１日現在で 23％
2）にあります。 

 
〈国内外で持続可能な漁業・養殖業に対する関心が高まっている〉 
平成 27（2015）年、国連では、令和 12（2030）年までに持続可能でよりよい世界を目指
す国際目標である SDGs（持続可能な開発目標）が採択されました。このうち、水産業に関
連する目標としては、「14．海の豊かさを守ろう」が定められています。SDGs については、
世界的な関心が高まっており、SDGs を企業の目標や戦略に導入する動きが国内外で活発に
なっています。また、EU においては、持続可能な食料システムへの移行が進められていま
す。日本については、SDGs の知名度が他国よりも低いことが指摘されているものの、様々
な分野で環境に配慮した取組が進展しています。 
こうした状況の中、資源の持続的利用や環境に配慮して生産されたものであることを消費
者や顧客に情報提供するために、水産エコラベルを活用する動きが世界的に広がりつつあり
ます。世界には様々な水産エコラベルが存在し、それぞれの水産エコラベルごとに運営主体
が存在します。日本国内では、主に、一般社団法人マリン・エコラベル・ジャパン協議会に
よる漁業と養殖業を対象とした「MEL3」（Marine Eco - Label Japan）、英国に本部を置く海
洋管理協議会による漁業を対象とした「MSC」（Marine Stewardship Council）、オランダに
本部を置く水産養殖管理協議会による養殖業を対象とした「ASC」（Aquaculture Stewardship 
Council）等の水産エコラベル認証が主に活用されており、それぞれによる漁業と養殖業の認
証実績があります（図表特-1-20）。 

 
 

 
1 平成30（2018）年法律第46号 
2 農林水産省「令和元年度食品製造業におけるHACCPに沿った衛生管理の導入状況実態調査」 
3 （一社）日本食育者協会のAEL及び（一社）マリン・エコラベル・ジャパン協議会のMELは、平成30（2018）年３月、双方が運
営する養殖業の認証スキームをMELに統合することで基本合意した。 

 
 
水産エコラベルは、FAO水産委員会が採択した水産エコラベルガイドラインに沿った取組
に対する認証を指すことが基本です。しかし、世界には様々な水産エコラベルがあることか
ら、水産エコラベルの信頼性確保と普及改善を図るため、「世界水産物持続可能性イニシアチ
ブ（GSSI:Global Sustainable Seafood Initiative）1」が平成 25（2013）年に設立され、GSSI
から承認を受けることが、国際的な水産エコラベル認証スキームとして通用するための潮流
となっています。MSC は平成 29（2017）年に、ASC は平成 30（2018）年に GSSI からの
承認を受けており、米国や EUの大手企業を中心に、これら認証の取得を調達基準として採
用する動きが広がってきています。日本発の水産エコラベルである MEL についても令和元
（2019）年 12月に GSSIからの承認2を受けたことから、今後、我が国水産物の国際的な評
価の向上や、一層の輸出促進に寄与することが期待され、更なる普及が必要となっています。 

 
 

（４）マーケットインの取組を行う上での課題 
ここまで見てきたように、世界と我が国の水産物マーケットをめぐる状況は変化を続けて
おり、直近では新型コロナウイルス感染症拡大の影響による消費者の生活様式の変化も見ら
れます。これらを踏まえながら、水産物の価値向上や販路拡大を実現していくためには、そ
れぞれの地域の強みを生かし、地域の実情に合わせながら、マーケットインの取組を図って
いくことが極めて重要です。マーケットインの取組を行う際の課題については以下のような
ものが考えられます。 
まずはニーズの把握の不足という課題です。マーケットインの取組を行う際には消費者や
顧客のニーズの把握を行うことが必要不可欠ですが、水産関係事業者が販売先のニーズの把

 
1 ドイツ国際協力公社（GIZ）や国際的な水産関係企業及びNPO法人らにより、持続可能な水産物の普及を目的として、水産エコラ
ベル認証スキームの信頼性確保と普及改善等を行うために平成25（2013）年に設置されたもので、現在、MSC、ASCをはじめとす
る９つの認証制度が承認を受けている（令和3（2021）年３月末現在）。 

2 ASCは、令和２（2020）年２月、従来のサーモンに加えて、エビが承認の対象に追加された。MELの承認の対象は、漁業Ver2.0、
養殖Ver1.0、流通加工Ver2.0。 

図表特-1-20 我が国で主に活用されている水産エコラベル認証 

※認証数は令和３年３月31日現在（水産庁調べ）

＜イギリス＞
【日本での認証数】
１０漁業
・ホタテガイ（北海道）
・カツオ（宮城県、静岡県）
・ビンナガ（宮城県、静岡県）
・カキ（岡山県） 等
３００事業者（流通加工）

＜オランダ＞
【日本での認証数】
１３養殖業（６８養殖場）
・カキ（宮城県）
・ブリ（宮崎県、大分県、鹿児島県）
・カンパチ（鹿児島県） 等
１５１事業者（流通加工）

＜日本＞
【日本での認証数】
７漁業
・アキサケ（北海道）
・マサバ、ゴマサバ（福島県）
・ヤマトシジミ（青森県）
・ベニズワイガニ（鳥取県） 等

４１養殖業
・カンパチ（愛媛県、鹿児島県等）
・ブリ（熊本県、高知県、鹿児島県等）
・マダイ（三重県、愛媛県、鹿児島県等）
・ギンザケ（宮城県、鳥取県）
・ヒラマサ（愛媛県、鹿児島県） 等

５８事業者（流通加工）

）

漁
業

海
外
発
の
認
証

日
本
発
の
認
証

）

養
殖
業

ASC認証

MSC認証 MEL認証
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握を十分に行えていないために価値向上や販路拡大の機会を逃している場合があります。例
えば、漁業においては漁獲物の供給先である市場のニーズを把握できていない場合が想定さ
れます。 
次に、ニーズに応じた水産物供給の取組の不足という課題です。例えば、産地で行われて
いる高鮮度化の取組を販売先や消費者、顧客に十分に伝えられていない場合や、販売先のニ
ーズに応じた多様な加工品の開発・供給が十分に行えていない場合、マーケットのニーズに
対応した品質・量を供給するための取組が十分に行えていない場合が想定されます。 
さらに、新鮮な旬の魚を日常的に食べる機会を持たない消費者も多くいる中で、水産物の
消費拡大を図っていくためには、既に明らかになっているニーズに対応するだけでなく、消
費者の潜在的なニーズの掘り起こしを図ることも課題と言えます。潜在的なニーズの掘り起
こしは、今般の新型コロナウイルス感染症拡大の影響で消費者の生活様式が変化したような
場合においても、その変化に合わせて需要を捉える上で重要な取組であると考えられます。 
このほか、国内外における食の安全や持続可能な漁業・養殖業への関心が今後も継続して
高まっていくと考えられる中で、HACCP 等の食品安全の対応や水産エコラベル認証の取得
等の対応が課題となっています。特に欧米では、水産エコラベルや HACCPを含む食品衛生
管理の認証の取得を調達基準とする動きが広がりつつあり、輸出拡大を目指すに当たってこ
うした認証の取得の重要性が増しています。 
 

第２節 水産業におけるマーケットインの取組 
 
水産業におけるマーケットインの取組は、水産物の価値向上や販路拡大等の水産関係事業

者にとってのメリットが期待されるだけでなく、消費者が良質な水産物を食べる機会の増加
にもつながるものであり、水産業の成長産業化を目指す上で極めて重要です。 
この節では、第１節で整理した課題について、関連する現場の取組事例を取り上げながら、

解決の方向性について分析します。 
 
（１）ニーズの把握の取組 
マーケットインの取組を考える場合に、マーケットのニーズを把握することは最も重要で

す。マーケットのニーズの把握については、新聞、テレビ、インターネット等の情報媒体か
らの情報収集のほか、消費者への販売活動、顧客への営業活動、商談会への参加等により関
係者とのコミュニケーションを通じて情報を得ることも必要です。 
漁業の現場では、鳥取県賀

か
露
ろ
地域の沖合底びき網漁業、鳥取県 境 港

さかいみなと
地域の日本海べにず

わいがに漁業及び長崎県長崎地域の以西底びき網漁業の事例のように、漁業者が市場関係者
と協力体制を構築してマーケットのニーズを把握し、その情報に基づき水産物の価値向上等
を図る取組も見られています（事例１）。これらの取組においては、魚価の向上・安定化等の
漁業者の所得向上につながる効果も見られるとともに、市場関係者にとっても求めていた水
産物が入手しやすくなっており、双方にとってより良い状況が生まれていると言えます。 
また、水産加工業においては、岩手県の小野食品株式会社の事例のように、従来の営業方

法の転換や、消費者や顧客とのコミュニケーションを積極的に図ることによって消費者や顧
客のニーズの把握に努め、商品開発等の取組に生かすことによって売上の増加や販路拡大を
実現している事例も見られます（事例２）。東日本大震災の被災地においても、青森県の株式
会社ディメールの事例で見られるように、多くの水産加工業者が震災の影響で失われた販
路・売上を回復しようと積極的にマーケットインの取組を行っているところです（事例３）。 
さらに、海外マーケットのニーズの把握については、水産関係事業者ごとの営業活動等を

通じた情報収集のほか、海外バイヤー等が参加する商談会や見本市の場も活用されています。
また、諸外国･地域における食品のマーケット情報や規制等に関する情報については、農林水
産省や独立行政法人日本貿易振興機構（JETRO）が公表している情報が広く利用されていま
す。今般、新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、国内外での営業活動や商談会等を
従来のように行えなくなっていますが、こうした状況下においても輸出の機会を確保してい
くため、JETRO は最新の海外市場動向について情報発信を行っているほか、オンラインに
よる商談機会の提供を行っています。海外マーケットについては、株式会社萌

きざ
すの事例のよ

うに、国内マーケットとは大きく異なるニーズがあることも想定しながらニーズの把握に努
めることで、新たな販路の開拓につながることが期待されます（事例４）。 
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